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【このハンドブックについて】 

 このハンドブックは、札幌市児童福祉法施行条例第３章の２に定める放課後児童健全育成

事業（放課後児童クラブ）の設備及び運営に関する基準の内容の解説と、運用に当たっての

標準的な対応について解説しています。ハンドブックの内容を参照し、放課後児童クラブ実

施の一助としてください。 

 また、ハンドブックに具体的な記載がない場合は、社会通念に照らして御判断いただきま

すようお願いいたします。 
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第１節 総則 

●第１３８条の２関係 

 本条は、この章で定めるものが、児童福祉法で規定する市町村が条例で定め

なければならない放課後児童クラブの設備及び運営についての基準であること

を示しています。 

【解説】 

札幌市内で放課後児童クラブを実施する際は、この章で定める内容を最低基

準として守らなければなりません。 

●第１３８条の３関係 

本条は、放課後児童クラブ事業者の最低基準に関する責務を規定しています。 

【解説】 

札幌市の児童クラブ、札幌市内で放課後児童クラブを実施する民間児童育成

会や事業者は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向上させるとと

もに、最低基準を理由として、その設備又は運営を低下させてはなりません。 

ただし、実施施設を移転する際に、適当な不動産が現在の面積よりも狭いな

ど、最低基準以外のやむを得ない理由による場合は、この限りではありません。 

 （この章の趣旨） 

第１３８条の２ 法３４条の８の２第１項に規定する放課後児童健全育成事

業の設備及び運営に関する基準（以下この章において「最低基準」という。）

については、この章の定めるところによる。 

 （最低基準） 

第１３８条の３ 放課後児童健全育成事業（法第６条の３第２項に規定する

放課後児童健全育成事業をいう。以下同じ。）を行う者（以下「放課後児童

健全育成事業者」という。）は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運

営を向上させるものとする。 

２ 最低基準を超えて、設備を有し、又は運営をしている放課後児童健全育

成事業者においては、最低基準を理由として、その設備又は運営を低下さ

せてはならないものとする。 
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●第１３８条の４関係 

本条は、放課後児童クラブの目的と一般原則を規定しています。 

【解説】 

(1) 第１項関係 

  放課後児童クラブは、保護者の労働、通学又は介護等により昼間家庭にい

ない小学生を対象とし、発達段階に応じた主体的な遊びや生活習慣を身に付

けることが可能となるよう、児童の健全な育成を図ることを目的として行う

必要があります。 

(2) 第２項関係 

 （一般原則） 

第１３８条の４ 放課後児童健全育成事業における支援（以下「放課後児童

健全育成支援」という。）は、小学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）に規定する小学校をいう。以下この章において同じ。）に就学している

児童であって、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものにつき、

家庭、地域等との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能

となるよう、当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活

習慣の確立等を図り、もって当該児童の健全な育成を図ることを目的とし

て行われなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業を利用する児童

（以下この章において「利用者」という。）の人権に十分配慮するとともに、

一人一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、地域社会との交流及び連携を図り、児童

の保護者及び地域社会に対し、当該放課後児童健全育成事業者が行う放課

後児童健全育成事業の運営の内容を適切に説明するよう努めなければなら

ない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、その運営の内容について、自ら評価を行

い、その結果を公表するよう努めなければならない。 

５ 放課後児童健全育成事業を行う場所（以下「放課後児童健全育成事業所」

という。）の構造設備は、採光、換気等の利用者の保健衛生及び利用者に対

する危害防止に十分な考慮を払って設けられなければならない。 

６ 放課後児童健全育成事業者は、その運営に当たっては、暴力団員の支配

を受けてはならず、また、暴力団を利することとならないよう、暴力団の

排除を行わなければならない。 
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  放課後児童クラブ事業者は、「札幌市子どもの最善の利益を実現するための

権利条例（平成 20 年条例第 36 号）」に規定する「安心して生きる権利」、「自

分らしく生きる権利」、「豊かに育つ権利」、「参加する権利」など、利用児童

の人権に十分配慮し、人格を尊重しなければなりません。 

(3) 第３項関係 

  放課後児童クラブ事業者は、地域社会との交流や連携を図るとともに、利

用者の保護者や地域社会に対して、運営の内容を適切に説明するよう努めな

ければなりません。 

  手法として、パンフレットの配布やホームページの開設等が考えられます。 

(4) 第４項関係 

  放課後児童クラブ事業者は、運営の内容について自己評価をし、その結果

を公表するよう努めなければなりません。 

  自己評価に当たっては、利用者又はその保護者アンケートの実施なども有

効な方法と考えます。 

(5) 第５項関係 

  放課後児童クラブの事業所の構造設備は、採光や換気等の保健衛生及び利

用者に対する危害防止に十分な考慮を払って設けられなければなりません。 

(6) 第６項関係 

放課後児童クラブ事業者は、その運営にかかる業務発注や賃貸契約などに

おいて、「札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 25 年条例第６号）」

を順守し、暴力団の排除を行わなければなりません。 

ただし、本項の規定は、保護者が暴力団員である児童の放課後児童クラブ

の利用を禁ずるものではありません。 

●第１３８条の５関係 

 本条は、放課後児童クラブ事業者の非常災害対策に関する責務を規定しています。 

 （非常災害対策） 

第１３８条の５ 放課後児童健全育成事業者は、軽便消火器等の消火用具、

非常口その他非常災害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する

具体的な計画を立て、これに対する不断の注意と訓練をするように努めな

ければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に前項の訓練のうち避難及び消火

に対する訓練を行わなければならない。 
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【解説】 

(1) 第１項関係 

  放課後児童クラブ事業者は、消火用具や非常口など非常災害に必要な設備

の設置、非常災害に対する具体的計画の策定、訓練の実施に努めなければな

りません。 

  また、各事業所においては、札幌市危機管理対策室や札幌市消防局が啓発

する対処法等を参考としながら、防災マニュアル等を備えておくことが望ま

しいです。 

(2) 第２項関係 

 避難及び消火に対する訓練は、定期的に行わなければならず、一定の継続

性が必要であることや、小学校の学期の区切りにおいて児童の入れ替わりが

想定されること等諸般の事情を考慮し、少なくとも年２回以上の実施が望ま

しいです。 

●第１３８条の６関係 

 本条は、放課後児童クラブ従業者の一般要件を規定しています。 

【解説】 

放課後児童クラブの支援員及び補助員は、健全な心身を有し、豊かな人間性

と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉

事業の理論及び実際について訓練を受けた者でなければなりません。 

なお、支援員の具体的な資格要件については、第 138 条の９第３項に規定し

ています。

 （従業者の一般的要件） 

第１３８条の６ 放課後児童健全育成支援に従事する従業者は、健全な心身

を有し、豊かな人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であ

って、できる限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者で

なければならない。 
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●第１３８条の７関係 

 本条は、放課後児童クラブ従業者の知識及び技能の向上等に関する責務を規

定しています。 

【解説】 

放課後児童クラブの支援員及び補助員は、常に自己研さんに励み、児童の健

全な育成を図るために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなけれ

ばならず、放課後児童クラブ事業者は、従業者に対し、その資質の向上のため

の研修の機会を確保しなければなりません。 

第２節 設備に関する基準 

●第１３８条の８関係 

 （従業者の知識及び技能の向上等） 

第１３８条の７ 放課後児童健全育成事業所の従業者は、常に自己研さんに

励み、児童の健全な育成を図るために必要な知識及び技能の修得、維持及

び向上に努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、従業者に対し、その資質の向上のための

研修の機会を確保しなければならない。 

第１３８条の８ 放課後児童健全育成事業所には、遊び及び生活の場として

の機能並びに静養するための機能を備えた区画（以下この条において「専

用区画」という。）を設けるほか、放課後児童健全育成支援の提供に必要な

設備、備品等を備えなければならない。 

２ 専用区画の面積は、児童１人につきおおむね１．６５平方メートル以上

でなければならない。 

３ 専用区画及び第１項に規定する設備、備品等（次項において「専用区画

等」という。）は、放課後児童健全育成事業所を開所している時間帯を通じ

て専ら当該放課後児童健全育成事業の用に供するものでなければならな

い。ただし、放課後児童健全育成支援に支障がない場合は、この限りでな

い。 

４ 専用区画等は、衛生及び安全が確保されたものでなければならない。 
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 本条は、放課後児童クラブの事業所の設備に関する基準を規定しています。 

【解説】 

(1) 第１項関係 

  放課後児童クラブの事業所には、専用区画として、遊び及び生活の場とし

ての機能並びに静養するための機能を備えた部屋又は間仕切り等で区切られ

たスペースを設けなければなりません。 

  なお、事業所のうち、体を動かす遊びや活動を主とする体育館、従業者の

部屋となる事務室、玄関やトイレなどは、基本的に専用区画には含みません。 

(2) 第２項関係 

  専用区画の面積は、児童の数で割った値が 1.65 ㎡以上でなければならず、

ここでの児童の数は、利用実態に即したものとして、登録時の利用希望日数

や出席率を基に算出したものになります。 

  ただし、算出した児童数と利用実態とのかい離が常態化する場合は、速や

かに必要な対策を講ずる必要があります。 

(3) 第３項関係 

  専用区画や設備備品等は、原則として、事業所を開所している時間帯を通

じて放課後児童クラブの専用である必要がありますが、開所時間帯以外に他

の事業等に利用することや、放課後児童クラブと放課後子供教室を一体的に

実施する際に、利用者以外の児童とともに遊びや生活の時間を過ごすために

利用することを妨げるものではありません。 

  ただし、すべての児童を対象としたプログラム等を実施する際には、専用

区画の他に必要な場所を活用するなど、放課後児童クラブの利用者への十分

な配慮が必要となります。 

(4) 第４項関係 

  専用区画等は、定期的な清掃や家具の固定などにより、衛生及び安全が確

保されたものでなければなりません。 
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第３節 運営に関する基準 

●第１３８条の９関係 

 （従業者） 

第１３８条の９ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所

ごとに、放課後児童支援員を置かなければならない。 

２ 放課後児童支援員の数は、放課後児童健全育成支援の単位ごとに２人以

上とする。ただし、１人を除き、補助員（放課後児童支援員が行う放課後

児童健全育成支援について放課後児童支援員を補助する者をいう。第５項

において同じ。）をもってこれに代えることができる。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、放課

後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省令

第 63 号）第 10 条第３項に規定する研修を修了したもの又は放課後児童健

全育成事業に従事することとなった日から起算して１年を経過する日の属

する年度の末日までに当該研修を修了することを予定しているものでなけ

ればならない。 

(1) 保育士の資格を有する者 

(2) 社会福祉士の資格を有する者 

(3) 学校教育法に基づく高等学校（旧中等学校令（昭和１８年勅令第３６

号）に基づく中等学校を含む。）若しくは中等教育学校を卒業した者、同

法第９０条第２項の規定により大学に入学した者若しくは通常の課程に

よる１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれ

に相当する学校教育を修了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同

等以上の資格を有すると認定した者（第９号において「高等学校卒業者

等」という。）であって、２年以上児童福祉事業に従事したもの 

(4) 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条に規定する免許

状を有する者 

(5) 学校教育法に基づく大学（旧大学令（大正７年勅令第３８８号）に基

づく大学を含む。次号において同じ。）において、社会福祉学、心理学、

教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相

当する課程を修めて卒業した者 

(6) 学校教育法に基づく大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社

会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程

において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第１０２条第２

項の規定により大学院に入学した者 
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本条は、放課後児童クラブの従業者に関する基準を規定しています。 

【解説】 

(1) 第１項関係及び第２項関係 

  放課後児童クラブ事業者は、従業者の配置基準として、同条第４項に規定

する支援の単位ごとに支援員を２人以上置かなければなりませんが、その１

人を除き、補助員とすることもできます。 

  また、配置基準については、原則として、開所時間帯を通じて満たす必要

があります。 

  なお、補助員についての具体的な資格要件は定めておりませんが、第 138

条の６に規定する一般要件は満たす必要があります。 

(3) 第３項関係 

  支援員の資格要件としては、第１号から第 10 号のいずれかに該当する者であ

って、都道府県や指定都市、中核市等が行う研修を修了したものとなります。 

(7) 学校教育法に基づく大学院において、社会福祉学、心理学、教育学、

社会学、芸術学若しくは体育学を専修する研究科又はこれらに相当する

課程を修めて卒業した者 

 (8) 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学

若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した者 

(9) 高等学校卒業者等であり、かつ、２年以上放課後児童健全育成事業に

類似する事業に従事した者であって、市長が適当と認めたもの 

(10)５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって、市長が適当

と認めたもの 

４ 第２項の放課後児童健全育成支援の単位は、放課後児童健全育成支援で

あって、その提供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われる

ものをいい、一の放課後児童健全育成支援の単位を構成する児童の数は、

おおむね４０人以下とする。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、放課後児童健全育成支援の単位ごとに

専ら当該支援の提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者が２

０人未満の放課後児童健全育成事業所であって、放課後児童支援員のうち

１人を除いた者又は補助員が同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務

に従事している場合その他の放課後児童健全育成支援に支障がない場合

については、当該放課後児童支援員又は補助員は、他の職務に従事するこ

とができる。 
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  第３号については、放課後児童クラブとして民間児童育成会等のほか、家

庭的保育事業等として保育ママや小規模保育事業などにおいて、２年以上か

つ総勤務時間が 2,000 時間程度の従事経験が必要となります。 

  第９号については、放課後子供教室事業やプレイパーク、児童福祉法上の

放課後児童クラブの届出を行わずに実施している類似事業などにおいて、２

年以上かつ総勤務時間が 2,000 程度の従事経験が必要となります。 

  なお、ここでは、児童と遊びを通じて積極的かつ継続的な関わりを持った

経験が必要となり、単なる見守りや学習支援の経験だけの者は対象外です。 

(4) 第４項関係 

  支援の単位とは、児童の集団の規模を表すものですが、一つの支援の単位

を構成する児童数はおおむね 40 人以下となります。 

利用者の多い放課後児童クラブにおいて、分割して運営する方法によりが

たい場合には、一つのクラブの中で複数の集団に分けて対応することも考え

られます。 

  また、分割や複数の集団に分けた場合であっても、活動においては、それ

ぞれが連携または一体的に取り組むことが望ましいです。 

なお、ここでの児童の数は、第 138 条の８第２項と同義です。 

(5) 第５号関係 

支援員及び補助員は、放課後児童クラブの専任でなければなりませんが、

利用者が 20 人未満の小規模の事業所の場合、最低１人の支援員が専任であれ

ば、他の支援員や補助員は、同一敷地内にある他の事業所、施設等の業務と

兼務することができます。 

ただし、放課後児童クラブと放課後子供教室を一体的に実施する場合には、

放課後子供教室のプログラムの実施や安全管理等を行う人材が必要となるた

め、支援員や補助員との兼務はできません。 

●第１３８条の１０関係 

本条は、放課後児童クラブの運営における平等取扱いの原則を規定しています。 

（利用者を平等に取り扱う原則） 

第１３８条の１０ 放課後児童健全育成事業者及び当該放課後児童健全育成

事業者が運営する放課後児童健全育成事業所の従業者（以下「放課後児童

健全育成事業者等」という。）は、利用者の国籍、信条又は社会的身分によ

って、差別的取扱いをしてはならない。 
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【解説】 

放課後児童クラブの事業者及び従業者は、利用者の国籍、信条又は社会的身

分により、入会要件や支援等において差別的な取扱いをしてはいけません。 

●第１３８条の１１関係 

本条は、放課後児童クラブの運営における虐待の禁止を規定しています。 

【解説】 

支援員及び補助員は、利用者に対して「児童虐待の防止等に関する法律」第

２条の各号に掲げる行為や、利用者の心身に有害な影響を与える行為をしては

いけません。 

■児童虐待の防止等に関する法律第２条 

  ・児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること 

  ・児童にわいせつな行為をすること又は児童をしてわいせつな行為をさせること 

  ・児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置、保護者以外

の同居人による前二号又は次号に掲げる行為と同様の行為の放置その他の保護者と

しての監護を著しく怠ること 

  ・児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、児童が同居する家庭における配

偶者に対する暴力（配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。）の身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼ

すもの及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。）その他の児童に著

しい心理的外傷を与える言動を行うこと 

●第１３８条の１２関係 

（虐待等の禁止） 

第１３８条の１１ 放課後児童健全育成事業所の従業者は、利用者に対し、

児童虐待の防止等に関する法律第２条各号に掲げる行為その他当該利用者

の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

（衛生管理等） 

第１３８条の１２ 放課後児童健全育成事業者等は、利用者の使用する設備、

食器等又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努めるとともに、衛

生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者等は、放課後児童健全育成事業所において感

染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者等は、放課後児童健全育成事業所において、

必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それらの管理を適正に行

わなければならない。 
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本条は、放課後児童クラブの運営における衛生管理の責務を規定しています。 

【解説】 

放課後児童クラブの事業者等は、利用者の使用する設備や食器、飲用水につ

いて、衛生的な管理に努め、衛生上必要な措置を講じるとともに、札幌市保健

所からの情報等に注意しながら、感染症や食中毒の発生及びまん延防止につい

ても、必要な措置を講じるよう努めなければなりません。 

また、事業所内に必要な医薬品や医療品を備え、それらの管理を適正に行う

必要があります。 

●第１３８条の１３関係 

本条は、放課後児童クラブの運営規程制定の責務を規定しています。 

【解説】 

 放課後児童クラブの事業者は、事業の適切な運営や利用者に対する適切な支

援の提供を確保するため、第１号から第 11 号までに掲げる事項を内容とする運

営規定を事業所ごとに定めなければなりません。 

 １事業者が複数の事業所で実施する場合は、１つの規程の中で、共通項目と

各事業所で異なる項目を定める方法も考えられます。 

（運営規程） 

第１３８条の１３ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定め

なければならない。 

 (1) 事業の目的及び運営の方針 

 (2) 従業者の職種、員数及び職務の内容 

 (3) 開所している日及び時間 

 (4) 放課後児童健全育成支援の内容及び当該放課後児童健全育成支援の提

供につき利用者の保護者が支払うべき額 

 (5) 利用定員 

 (6) 通常の事業の実施地域 

 (7) 事業の利用に当たっての留意事項 

 (8) 緊急時等における対応方法 

 (9) 非常災害対策 

 (10)虐待の防止のための措置に関する事項 

 (11)その他運営に関する重要事項 
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(1) 第１号関係 

  従業者や利用者の保護者が共通理解の下で事業運営に当たるため、目的と

方針を定めます。 

(2) 第２号関係 

  従業者の職種（支援員又補助員）ごとに、員数、職務の内容を定めます。 

(3) 第３号関係 

  休会日、開所時間（通常時及び学校休業日）を定めます。 

(4) 第４号関係 

  利用者の保護者が支払うべき額には、利用料のほか、おやつ代、傷害保険

料なども含めて定めますが、行事参加にかかる実費等で金額が不確定なもの

については除きます。 

(5) 第５号関係 

  同時に支援の提供を受けることができる児童数の上限として、支援の単位

ごとに利用定員を定めます。 

  また、支援の提供に当たっては、学年や家庭状況などにより、利用者の優

先順位も定めておくことが望ましいです。 

(6) 第６号関係 

  所在地や対象とする小学校などを定めますが、当該地域を超えて事業を実

施することを妨げるものではありません。 

(7) 第７号関係 

  利用者が事業を利用する際に留意すべき事項（設備の利用上の留意事項等）

を定めます。 

(8) 第８号関係 

  利用者に体調の急変が生じた場合等に、速やかに当該利用者の保護者や医

療機関への連絡を行う等の対応方法について定めます。 

(9) 第９号関係 

  運営中の地震発生や暴風雪等における対応のほか、大雨洪水や土砂災害の

発生警報発令時における開所基準など、非常災害対策について定めます。 

(10)第 10 号関係 

  虐待防止に関する責任者の配置等にかかる必要な体制の整備、従業者に対

する研修の実施などについて定めます。 

(11)第 11 号関係 

  その他、条例に規定する事項や入退会の手続方法等を定めます。 
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●第１３８条の１４関係 

本条は、放課後児童クラブの運営における帳簿整備の責務を規定しています。 

【解説】 

放課後児童クラブの事業者等は、従業者、財産、収支及び利用者の処遇の状

況を明らかにする帳簿を整備しておかなければなりません。 

具体的には、入会申請書や保護者の勤務証明書、従業者の出勤簿や利用者の

出席表、民間事業者においては収支予決算書等の整備も必要となります。 

また、こうした帳簿関係の保存管理に関する規定等も定めることが望ましい

です。 

●第１３８条の１５関係

本条は、放課後児童クラブの運営における秘密保持の責務を規定しています。 

【解説】 

支援員及び補助員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者やその

家族の秘密を漏らしてはならず、放課後児童クラブ事業者も、従業者であった

者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者やその家族の秘密を漏ら

すことがないよう、必要な措置を講じなければなりません。 

 また、放課後児童クラブ事業者は、個人情報の保護の重要性を認識し、「札幌

市個人情報保護条例（平成 16 年条例第 35 号）」や「事業者が保有する個人情報

の保護に関する指針」を参考としながら、個人の権利利益を侵害することのな

いよう努める必要があります。 

（秘密保持等） 

第１３８条の１５ 放課後児童健全育成事業所の従業者は、正当な理由がな

く、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

２ 放課後児童健全育成事業者は、従業者であった者が、正当な理由がなく、

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、

必要な措置を講じなければならない。 

（放課後児童健全育成事業者等が備える帳簿） 

第１３８条の１４ 放課後児童健全育成事業者等は、従業者、財産、収支及

び利用者の処遇の状況を明らかにする帳簿を整備し、放課後児童健全育成

事業所に備え置かなければならない。 
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●第１３８条の１６関係

本条は、放課後児童クラブの運営における苦情解決の責務を規定しています。 

【解説】 

(1) 第１項関係 

  放課後児童クラブ事業者は、利用者やその保護者等からの苦情に迅速かつ

適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口の設置や必要な措置を

講じなければなりません。 

  具体的には、苦情受付の窓口を決め、解決のための手続を明確化し、利用

者やその保護者、従業者等に対して周知することが考えられます。 

(2) 第２項関係 

  放課後児童クラブの事業者は、その提供した放課後児童健全育成支援に関

し、本市から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要

な改善を行わなければなりません。

(3) 第３項関係 

  放課後児童クラブの事業者等は、社会福祉法上、都道府県社会福祉協議会

の運営適正化委員会が福祉サービスに関する苦情の解決について相談等を行

うこととされていることを受けて、運営適正化委員会が行う同法第 85 条に規

定する調査にできる限り協力しなければなりません。 

（苦情解決） 

第１３８条の１６ 放課後児童健全育成事業者は、その提供した放課後児童

健全育成支援に関する利用者又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切

に対応するために、苦情を受け付けるための窓口の設置その他の必要な措

置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、その提供した放課後児童健全育成支援に

関し、本市から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って

必要な改善を行わなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者等は、運営適正化委員会が社会福祉法第８５

条の規定により行う調査又はあっせんにできる限り協力しなければならな

い。 
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●第１３８条の１７関係

本条は、放課後児童クラブの開所時間及び開所日数の基準を規定しています。 

【解説】 

(1) 第１項関係 

  放課後児童クラブの事業者は、開所時間について、小学校の授業の休業日

（土曜日、日曜日、長期休業期間等）は１日８時間以上、小学校の授業のあ

る日は１日３時間以上を原則として定める必要があります。 

(2) 第２項関係 

放課後児童クラブの事業者は、開所日数について、年間 250 日以上を原則

として定める必要があります。 

●第１３８条の１８関係

（開所の時間及び日数） 

第１３８条の１７ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業

所を開所する時間について、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める時間以上を原則として、本市における児童の保護者の労働時

間、小学校の授業の終了の時刻その他の状況等を考慮して、当該放課後児

童健全育成事業所ごとに定めるものとする。 

 (1) 小学校の授業の休業日に行う放課後児童健全育成事業 １日につき８

時間 

 (2) 小学校の授業の休業日以外の日に行う放課後児童健全育成事業 １日

につき３時間 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所を開所する日

数について、１年につき２５０日以上を原則として、本市における児童の

保護者の就労日数、小学校の授業の休業日その他の状況等を考慮して、当

該放課後児童健全育成事業所ごとに定めるものとする。 

（保護者との連絡） 

第１３８条の１８ 放課後児童健全育成事業者は、常に利用者の保護者と密

接な連絡を取り、当該利用者の健康及び行動を説明するとともに、放課後

児童健全育成支援の内容等について、その保護者の理解及び協力を得るよ

う努めなければならない。 
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本条は、放課後児童クラブの運営における保護者との連絡の責務を規定して

います。 

【解説】 

放課後児童クラブの事業者は、常に利用者の保護者と密接な連絡をとり、利

用者の健康及び行動を説明し、支援の内容等について、保護者の理解や協力を

得るよう努めなければなりません。 

保護者との連携として、日常的には連絡帳等を活用するとともに、定期的に

懇談会や父母会を開催することなども有効な方法と考えます。 

●第１３８条の１９関係

 本条は、放課後児童クラブの運営における関係機関との連携の責務を規定し

ています。 

【解説】 

放課後児童クラブの事業者は、札幌市、保育所及び幼稚園、小学校等の関係

機関と密接に連携して、利用者の支援に当たる必要があります。 

小学校における利用者の状況と事業所における利用者の状況について、教職

員との情報共有を図ることや、障がいのある児童の対応について、関係機関と

の連携を深めることが重要です。 

ただし、個人情報の取扱いには留意が必要です。

（関係機関との連携） 

第１３８条の１９ 放課後児童健全育成事業者は、本市、児童福祉施設（第

１４０条第１号に規定する児童福祉施設をいう。）、利用者の通学する小学

校等の関係機関と密接に連携して、放課後児童健全育成支援に当たらなけ

ればならない。 
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●第１３８条の２０関係

 本条は、放課後児童クラブの運営における事故発生時の対応の責務を規定し

ています。 

【解説】 

 放課後児童クラブ事業者等は、利用者が安心して支援を受けられるよう、事

故が発生した場合は、速やかに札幌市や保護者等に連絡し、必要な措置を講じ

なければなりません。 

特に死亡事故や治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事

故等が発生した場合は、所定の様式にて報告する必要があります。 

また、損害を賠償すべき事故のときは速やかに賠償しなければならないため、

損害賠償保険に加入しておくことが望ましく、事故が生じた際にはその原因を

解明し、再発防止策を講じることが求められます。 

第４節 最低基準の向上 

●第１３８条の２１関係

本条は、放課後児童クラブ事業者に対する市長の勧告を規定しています。 

【解説】 

市長は、利用者の保護者や札幌市子ども・子育て会議などの意見を聴いた上

で、放課後児童クラブの事業者に対し、最低基準を超えて、その設備及び運営

を向上させるように勧告することができます。 

（事故発生時の対応） 

第１３８条の２０ 放課後児童健全育成事業者等は、放課後児童健全育成支

援の提供により事故が発生した場合は、速やかに本市、当該利用者の保護

者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成支援の提供により損

害を賠償すべき事故が発生した場合は、その損害を速やかに賠償しなけれ

ばならない。 

第１３８条の２１ 市長は、児童の保護者その他児童福祉に係る当事者の意

見を聴き、その監督に属する放課後児童健全育成事業者に対し、最低基準

を超えて、その設備及び運営を向上させるように勧告することができる。
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附 則（平成 26 年条例第 51 号） 

改正

令和２年３月３日条例第７号

【解説】 

(1) 第１項関係 

  施行日は平成 27 年４月１日となります。 

(2) 第２項関係 

  経過措置として、条例施行前から開設している放課後児童クラブの事業所

においては、当分の間（施行日以後に施設の増築又は改築、移転する場合は

除く）、専用区画の面積基準を適用しないものとします。

(3) 第３項関係 

 （施行期日） 

１ この条例は、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に

伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２４年法律第６７号。以下「整

備法」という。）の施行の日（以下「施行日」という。）から施行する。た

だし、附則第６条第４項から第８項までの改正規定は公布の日から施行す

る。 

 （放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準に係る経過措置）

２ 施行日の前日において現に存していた整備法による改正前の児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）（以下「旧法」という。）第３４条の８に規

定する放課後児童健全育成事業を行う場所において施行日以後に引き続き

整備法による改正後の児童福祉法（以下「新法」という。）第６条の３第２

項に規定する放課後児童健全育成事業を行う場合（施行日以後に増築、改

築等により建物の構造を変更する場合又は建物を移転する場合を除く。）に

おける当該場所については、当分の間、改正後の第１３８条の８第２項の

規定は、適用しない。 

３ 施行日から起算して５年間は、改正後の第１３８条の９第３項の規定の

適用については、同項中「修了したもの」とあるのは、「修了したもの又は

札幌市児童福祉法施行条例の一部を改正する条例（平成２６年条例第５１

号）の施行の日から５年を経過する日までに当該研修を修了することを予

定しているもの」とする。 
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 経過措置として、平成 27 年４月１日から令和２年３月 31 日までの間、支

援員の資格要件である都道府県が行う研修の修了について、予定者も含める

ものとしたものであり、既に経過措置期間は修了しております。 

附 則（令和２年条例第７号） 

【解説】 

(1) 第１項関係 

  施行日は令和２年４月１日となります。 

(2) 第２項関係 

  経過措置として、放課後児童支援員の資格を満たしている者であって、放

課後児童支援事業に従事することになった日から起算して１年を経過する日

の属する年度の末日までに認定資格研修の修了を予定しているものは、放課

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

ただし、第２条中札幌市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に

関する条例第６条第３項の改正規定、第３条の規定及び第４条中札幌市児

童福祉法施行条例第 181 条第７号の改正規定は、公布の日から施行する。

（経過措置） 

２ 第４条の規定による改正後の札幌市児童福祉法施行条例（次項において

「改正後の条例」という。）第 138 条の９第３項の規定は、施行日以後に放

課後児童健全育成事業に従事することとなった者について適用し、施行日

前に同事業に従事することとなった者については、なお従前の例による。

３ 前項の規定にかかわらず、施行日前から札幌市児童福祉法施行条例第

138 条の９第２項に規定する補助員（同条第３項各号のいずれかに該当す

る者に限る。）として放課後児童健全育成事業に従事している者で、施行日

以後も引き続き同事業に従事するものについては、改正後の条例第 138 条

の９第３項の規定を適用する。 
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後児童支援員として従事できることとします。

(3) 第３項関係 

 令和２年４月 1 日前から放課後児童健全育成事業に従事している補助員が、

令和２年４月１日以降も引き続き放課後児童健全育成事業に従事する場合は、

改正条例により改正後の第 138 条の９の第３項の規定を適用することとし、

これにより、令和２年度末までに認定資格研修の修了を予定している場合、

令和２年４月１日から令和２年度末日までは、放課後児童支援員として従事

することが可能となります。 
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放課後児童クラブハンドブック 

～ 札 幌 市 児 童 福 祉 法 施 行 条 例 第 ３ 章 の ２ 逐 条 解 説 ～  

（問合せ先） 

  札幌市子ども未来局子ども育成部子ども企画課 

  住 所：〒060-0051 

      札幌市中央区南１条東１丁目大通バスセンタービル１号館３階 

  電 話：011-211-2989  F A X：011-211-2943  

メール：kodomo.ikusei@city.sapporo.jp 


